
請求事務等について
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概要



神奈川県・川崎市の支払システム概要図
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（伝送通信ソフト）
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（地域生活支援
事業、市単加算）

承認用データ表示・
審査承認

承認用データ表示・
審査承認

請求（承認）リスト配信

基準額登録

VPN

請求情報連携

VPN

インターネット

かながわシステム

事業所等登録システム
（かながわシステム事業者等登録システム部分）

（神奈川県国民健康保険団体連合会）

介護給付費等支払システム

インターネット

基準額登録

光回線

VPN

指定申請・変更届出・加算届出

VPN

標準システム連携データ（ＩＦに準拠した事業者情報ＣＳＶ）

事業者情報登録

事業者情報提供シ
ステム（障害福祉
サービスかながわ）

ＷＡＭ－ＮＥＴ
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請求状況（件数）

4

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

 童 達支援  療型 童 達支援 放課後等デイサービス

平成25年度

平成26年度

平成27年度

単位：件



請求状況（人数、日数）
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単位：人、日
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請求状況（金額）
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基本的事項

請求に係る注意事項

・同一日に複数の障害児通所支援又は指定入所

支援に係る報酬は算定不可

・同一時間帯に児童福祉法に基づく障害児通所支

援又は指定入所支援と、障害者総合支援法に基

づく障害福祉サービスに係る報酬は算定不可

・障害児通所支援と障害福祉サービスの居宅介護

の報酬については、同一時間帯でない限り算定

可 8



放課後等デイサービスの休業日
○学校の休業日の考え方

学校教育法施行規則第６１条及び第６２条の規定に基づく休業日にあたる

・公立学校：国民の祝日、日曜日及び土曜日、教育委員会が定める日

・私立学校：当該学校の学則で定める日

・公私共通：学校教育法施行規則第６３条等の規定に基づく授業が行われ

ない日（例：台風等により臨時休校となる日）又は臨時休校の

日（インフルエンザ等により臨時休校の日）

※学校が休業日ではない日に、放課後等デイサービスを午前中から利用し
た場合であっても、休業日の取扱いとはしない。

（平成27年度障害福祉サービス等報酬改定に関するＱ＆Ａ 問69）
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放課後等デイサービス利用の補足

○その他補足

・市町村は、障害児が満１８歳に達した後も引き続きサービスを受けなけ

れば福祉を損なう恐れがある場合は、申請により、満２０歳に達するまで

支給することができる（生活介護等、障害者の日中サービスとの併給は

原則不可）

・訪問教育を受けている障害児についても、就学児扱い

・不登校の障害児についても、就学児扱い
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上限額管理の基本的な考え方

上限管理事業者は他の事業所等と調整をして、１月の保護者の利用者負担額が

決められた上限額を超えないように管理します。各事業所等は保護者に対して、

上限管理事業所から順番に利用者負担額を請求し、上限額に達した場合は、残りの

額は市に請求します。

○上限管理事業所になる事業所等（保健福祉センターが決定）

（１）世帯の児童が地域療育センターと地域療育センター以外の通所事業所を利

用する場合 地域療育センター

（２）世帯の児童が地域療育センター以外の通所事業所を複数併用する場合 契

約日数の多い事業所（契約日数が同じ場合は、保健福祉センターが事業所間

の調整を行い、決定する。）

（３）世帯の児童が入所施設と通所事業所を利用する場合 入所施設

※障害福祉サービスや補装具を利用している場合は、別途、各サービス内で負担上
限月額の管理や償還払いをします。
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同一世帯に複数の障害児通所支援を利用する児童がおり、
同一の保護者が支給決定を受けている場合、世帯として利用
者負担月額の上限額管理を行う。

・それぞれの障害児について、区は上限額管理決定を行う
・障害児の受給者証には「複数障害児あり」と原則的には記載される
・すべての事業所の中で最も利用日数が多い（請求額が多い）見込み
の事業所が上限額管理事業所になる
・上限額管理事業所は、世帯内のすべての障害児が利用した障害児
通所支援の利用状況を確認し、上限額管理を行う
・上限額管理事業所は、管理結果を紙で障害計画課に提出する
・すべての事業所は、上限額管理結果に基づき、請求する

例：兄 放課後等デイサービス 月１０日 上限月額 ４，６００円 Ａ事業所１０日
弟 児童発達支援 月１５日 上限月額 ３７，２００円 Ｂ事業所１０日、Ｃ事業所５日（いずれも療育Ｃ以外）
・上限額管理事業所をＢ事業所とする
・世帯の上限月額を３７，２００円とする（兄に請求される自己負担額が４，６００円を超える場合がある）
・Ｂ事業所が算定した割り振り結果に基づき、Ａ・Ｃ事業所は当該利用者の利用者負担上限額を請求する

きょうだいの上限額管理について
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障害福祉情報サービスかながわ

書式ライブラリ

３．川崎市からのお知らせ

１．川崎市からのお知らせ

２０１０／１２／１７付 「利用者負担上限額管理事務マニュアル」

「複数障害児上限管理結果票」

９．事業者指定申請書様式等（児童福祉法関連）

２０１４／０７／０９付け 「上限額管理事務に関する様式」

８．障害者総合支援法・児童福祉法等に関する情報

１ 【旧】障害者総合支援法に関するお知らせ（事業者向け）

２００９／１０／２８付け 「上限額管理事務マニュアル（v4.0）」

２００８／０９／３０付け 「上限額管理事務マニュアル

障害児施設編）（ｖ1.0）」

きょうだいの上限額管理に係る資料
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年度の４月１日時点で６歳未満の児童（未就学児）が

障害児通所支援を利用する期間中に、年上のきょうだ

いが、

・幼稚園 ・保育所 ・認定こども園

・障害児通所支援事業所 ・特別支援学校幼稚部

・情緒障害児短期治療施設

を利用する場合、その利用料を第２子は半額、第３子は

無料とする。

※自己負担上限月額が軽減されるのではなく、かかった費用の１割を負担

するところ５分の負担に軽減される。

※第何子であるかは、上記施設に通うきょうだいの範囲内で数える。

多子軽減について
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請求のエラー等対応
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○請求明細エラーコード１

コード メッセージ 原因 対応方法

ＥＣ０１
同一月の請求情報に、受給者番号・
提供月が同一のデータが複数ある

後から送信したデータを有効にしたいのならば、先に送信し
たデータを取り下げてから送信し直す。先に送信したデータ
が正しければ対処する必要なし。

ＥＤ０１
既承認済みの請求データと同一の受
給者番号・提供月・事業所番号の請
求データ送信している

期限までに過誤申立していれば対処する必要なし。してい
なければ、過誤申立書を当課に送信する（毎月３日受付分
まで当月請求時に処理するため、仮点検で当該エラーが生
じた場合は次月まで請求できない）。

ＥＧ０５
上限額管理事業所として登録されて
いません

請求データに設定した上限額管理事
業者の事業所番号が、支給決定した
番号と不一致

受給者証には上限額管理事業者の事業所番号が印字され
ないので、所管区に対し、正しい番号を入力しているか確認
する。

ＥＧ１３
該当サービスが支給決定有効期間
外の受給者です

①既に支給決定が終了したサービス
の請求をしている、②受給者証が更
新されていない

利用者等から最新の受給者証の内容を見て、支給決定内
容と請求情報の差異を確認。内容に疑義がある場合や支
給期間が終了している場合は所管区へ相談する。

ＥＧ０１
障害児支援受給者台帳に該当の受
給者情報が存在しません

請求した受給者番号が国保連台帳
上に存在しない

受給者番号や市町村番号が誤っている場合があるので、
最新の受給者証の内容を見て確認。
所管区の決定が受給者証の処理が遅く、国保連に受給者
情報が登録されていない場合は、翌月請求までお待ちくだ
さい。

ＥＧ１７ 上限額管理対象外の受給者です
請求データに上限額管理事業者の
事業所番号を設定しているが、上限
額管理に係る支給決定がない

利用者等から最新の受給者証の内容を見て、支給決定内
容と請求情報の差異を確認。内容に疑義がある場合は所
管区へ相談する。

基本情報が重複しています
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○請求明細警告コード

コード メッセージ 原因 対応方法

ＰＰ２０
明細書に該当する上限額管理結果
票が届いていません

上限管理事業者が上限管理結果票
を送信していないか、エラーになって
いる

上限管理事業者の方は上限管理した場合は必ず結果票を
送信する。

ＥＧ３７
障害児支援受給者台帳の利用者負
担上限月額と不一致

請求明細書の『利用者負担上限月
額①』が受給者台帳の『利用者負担
上限月額』と不一致

受給者証の利用者負担上限月額の値を確認し、正しい利
用者負担上限月額で請求情報を再作成すること。
なお、本市において、利用者負担上限月額が異なるきょう
だいの上限額管理を行う場合、当該警告が生じることがあ
るが、その場合は対応不要。

ＥＪ９８
管理結果額が上限月額①より少なく
設定されています

上限額管理施設において管理結果
が「１」の場合に『管理結果額』と『利
用者負担上限月額①』が不一致

『利用者負担上限月額①』が正しいことを受給者証より確認
し『管理結果額』と『利用者負担上限月額①』が等しくなるよ
うに設定する。
ただし、きょうだいの上限額管理により、自事業所に通所す
る他のきょうだいに自己負担上限額を全額算定する場合、
本きょうだいにこの警告が生じることがあるが、その場合は
対応不要。

ＰＰ０９
総費用額が上限額管理結果票と明
細書で不一致

上限額管理が行われている場合、請
求明細書の『総費用額』『上限月額
調整』（調整後利用者負担額がある
場合は『調整後利用者負担額』）『上
限額管理後利用者負担額』と、請求
明細書に対応する利用者負担上限
額管理結果票の『総費用額』『利用
者負担額』『管理結果後利用者負担
額』の内容が不一致

請求明細書の『総費用額』『利用者負担額』と、請求明細書
に対応する利用者負担上限額管理結果票の『総費用額』
『利用者負担額』が一致していることを確認する。
『総費用額』『利用者負担額』は請求明細書が正となり、利
用者負担上限額管理結果票の転載ミスの可能性がある。

ＰＰ１５
明細書のサービスに該当する実績記
録票がありません

請求明細書の請求額集計欄に記載
されたサービス種類のサービス提供
実績記録票が作成されていないかま
たは、正しい内容で作成されていな
い

・サービス提供実績記録票のデータを作成して送信する。
・該当サービスのサービス提供実績記録票がエラーとなっ
ている場合、サービス提供実績記録票で発生しているエ
ラーを修正する。
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○実績記録票エラーコード

コード メッセージ 原因 対応方法

ＰＰ１９
実績記録票に該当するサービスが明
細書にありません

①請求明細書がエラー（否決を含む）
になっている、②サービス提供実績
記録票の様式と請求明細書のサー
ビスコードが異なる

①請求明細書のエラー要因を解明して修正する、②サービ
ス提供実績記録票の様式及び請求明細書のサービスコー
ドを確認し、正しいものを用いる。

ＥＣ０１
同一月の請求情報に、受給者番号・
提供月が同一のデータが複数ある

後から送信したデータを有効にしたいのならば、先に送信し
たデータを取り下げてから送信し直す。先に送信したデータ
が正しければ対処する必要なし。

ＥＤ０１
既承認済みの請求データと同一の受
給者番号・提供月・事業所番号の請
求データ送信している

期限までに過誤申立していれば対処する必要なし。してい
なければ、過誤申立書を当課に送信する（毎月３日受付分
まで当月請求時に処理するため、仮点検で当該エラーが生
じた場合は次月まで請求できない）。

ＥＧ０１
障害児支援受給者台帳に該当の受
給者情報が存在しません

請求した受給者番号が国保連台帳
上に存在しない

受給者番号や市町村番号が誤っている場合があるので、
最新の受給者証を収受して内容を見て確認。
所管区の決定が受給者証の処理が遅く、国保連に受給者
情報が登録されていない場合は、翌月請求までお待ちくだ
さい。

ＥＧ１３
該当サービスが支給決定有効期間
外の受給者です

①既に支給決定が終了したサービス
の請求をしている、②受給者証が更
新されていない

利用者等から最新の受給者証を収受して内容を見て、支給
決定内容と請求情報の差異を確認。内容に疑義がある場
合や支給期間が終了している場合は所管区へ相談する。

基本情報が重複しています
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○実績記録票警告コード

コード メッセージ 原因 対応方法

ＥＧ５０
明細情報の日付が決定支給期間外
です

入力した日付が、支給決定期間外の
日付である

サービス提供実績記録票及び最新の受給者証で期間を確
認し、正しい情報を入力する。

ＥＧ３８
サービス実績量が決定支給量を超え
ています

合計算定日数が支給決定量を超過
している

最新の受給者証の内容を確認する。本市においては、計画
に基づき支給決定及び利用しているため、支給量超過は認
めない。

ＰＴ８０
欠席時対応加算が算定可能回数を
超えています

実績記録票でサービス提供の状況
欄に「欠席」の算定回数が４回を超え
て入力している（欠席時対応加算は
月４回まで）。
明細書の欠席時対応加算の算定回
数が４回を超えて請求している。

明細書の欠席時対応加算の算定回数が４回を超えていれ
ば、回数を修正して再請求する。
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○上限額管理結果票エラー

コード メッセージ 原因 対応方法

ＥＣ０８
既に利用者負担上限額管理結果票
が存在します

既に利用者負担上限額管理結果票
を情報作成区分を「１：新規」で提出
している

記載内容を訂正する場合は、情報作成区分「２：修正」とし
て再度送信する。

ＥE０３
障害児施設台帳に該当の事業所情
報が無効又は存在しません

利用者負担上限額管理結果票に入
力した事業所番号が、国保連の事業
所台帳に存在しない

当該番号が正しい番号か確認する。

ＥＣ０９
対象となる利用者負担上限管理結果
票が存在しません

利用者負担上限管理結果票がエ
ラーになっているか届いていない

・エラーになっている場合は、再度利用者負担上限管理結
果票を提出する。
・上限管理者のみで利用者負担を充当し、利用者負担上限
管理結果票を提出する必要がない場合は処理不要。（次回
から明細書の管理結果を「１」で入力すること）
・利用者負担額の合算額が、負担上限月額以下のため、調
整事務を行わない場合は処理不要（次回から明細書の管
理結果を「２」で入力してください）。

ＰＰ０８
管理結果票に存在しない事業所の明
細書があります

利用者負担上限管理結果票に上限
管理すべき関連事業所の入力が漏
れている

受給者が複数の事業所を利用している場合は、関連事業
所から送付された利用者負担額一覧表を確認し、再度送信
する。

ＥＪ０８
管理結果と管理結果後利用者負担
額の関係が不正です

管理結果に設定するコード（１・２・３
のいずれか）と「利用者負担額」「管
理結果後利用者負担額」に設定され
た金額に誤りがある

正しい値を設定し、再度送信する。ただし、上限額管理結果
票の値を変更した場合、自事業所を含む関連する事業所の
請求明細書にも影響がないか確認する。
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○上限額管理結果票警告

コード メッセージ 原因 対応方法

ＰＰ０９
総費用額が上限額管理結果票と明
細書で不一致

上限額管理が行われている場合、請
求明細書の『総費用額』『上限月額
調整』（調整後利用者負担額がある
場合は『調整後利用者負担額』）『上
限額管理後利用者負担額』と、請求
明細書に対応する利用者負担上限
額管理結果票の『総費用額』『利用
者負担額』『管理結果後利用者負担
額』の内容が不一致

請求明細書の『総費用額』『利用者負担額』と、請求明細書
に対応する利用者負担上限額管理結果票の『総費用額』
『利用者負担額』が一致していることを確認すること。
『総費用額』『利用者負担額』は請求明細書が正となり、利
用者負担上限額管理結果票の転載ミスの可能性がある。

ＰＰ１２
管理結果利用者負担が管理結果票
と明細書で不一致

上限管理事業者が送信している上限
管理結果票の利用者負担額と相違し
ているため。

毎月上限額管理事業者へ報告をあげ、その結果の上限額
に基づき利用者負担額を入力すること。

ＥＧ３７
障害児支援受給者台帳の利用者負
担上限月額と不一致

請求明細書の『利用者負担上限月
額①』が受給者台帳の『利用者負担
上限月額』と不一致

最新の受給者証の内容を見て、利用者負担上限月額を確
認し、請求システムへ正しい利用者負担上限月額を設定す
ること。
なお、本市において、利用者負担上限月額が異なるきょう
だいの上限額管理を行う場合、当該警告が生じることがあ
るが、その場合は対応不要。

ＰＰ０２
利用者負担額が上限額管理結果票
と明細書で不一致

上限額管理が行われている場合、請
求明細書の『総費用額』『上限月額
調整』（調整後利用者負担額がある
場合は『調整後利用者負担額』）『上
限額管理後利用者負担額』と、請求
明細書に対応する利用者負担上限
額管理結果票の『総費用額』『利用
者負担額』『管理結果後利用者負担
額』の内容が不一致

請求明細書の『総費用額』『利用者負担額』と、請求明細書
に対応する利用者負担上限額管理結果票の『総費用額』
『利用者負担額』が一致していることを確認すること。
『総費用額』『利用者負担額』は請求明細書が正となり、利
用者負担上限額管理結果票の転載ミスの可能性がある。
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○市町村審査による返戻

メッセージ 原因 対応方法

上限額管理する必要があります
他事業所分を含めると、自己負担上限月額を超過
する請求がある。上限額管理をされていない事業
所がある

所管区に速やかに相談し、上限管理事業所を設定の上で
再請求を行う。

決定利用者負担額が正しくありませ
ん

請求情報にある利用者負担上限月額が受給者証
記載の額と異なる

最新の受給者証の内容を確認し、システムを修正する。

上限管理結果票の内容と請求明細
書が一致していません

上限額管理事業者が作成した管理結果票の内容
と、請求明細書に入力した自己負担額が異なる

上限額管理結果票に沿って請求する。

実績記録票の同一日・時間に他事業
所の請求があります

１日に複数事業所のサービスを利用している（欠席
時対応加算等の加算も対象）

重複する事業所間で実際の提供時間等を確認し、正しい内
容で請求する（請求内容を修正する場合、実績記録票（紙）
の内容が変わる場合は、改めて提出すること。

きょうだいの上限管理を行っていませ
ん

きょうだいの上限額管理を行っていない
上限額管理事業者が管理結果票を作成し、上限額管理を
行うこと。

○注意事項

内容 注意点 対応方法

期間更新決定
毎年４月１日又は誕生月の翌月１日付で所得区分
の見直しが行われる

所得区分を変更する場合があるので、注意すること（誤った
所得区分で請求があった場合、返戻とする）。

支給量変更決定
児童発達支援の場合、利用者負担上限月額が変
更する場合がある

市独自基準の減免額を確認すること。

エラー（警告）発生時の対処法①

エラー（警告）内容を確認し、当該エラー（警告）が発生し
ている箇所を確認

サービス提供年月 市町村番号 受給者証番 
様式※
レコード

項目名称 項目値
エラー
コード

エラー内容

平成2７年９月 1413０９ 0１000１２３４５
Ｋ12
基本

上限額管理事業所・
管理結果額

0 ＥＪ９８
※受付：管理結果額が上限月額①よ
り少なく設定されています

市町村番号、受給者証
番号を再度確認
⇒受給者証（一）ページ

市町村番号、受給者証
番号を再度確認
⇒受給者証（一）ページ

当該エラー（警告）は
明細、実績等のどこ
に発生しているのか
確認

どの項目にどのようなエラー（警告）が発生しているの
かを確認
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エラー（警告）発生時の対処法②

算定要件の再確認

○児童福祉法に基づく指定通所支援及び基準該当通所
支援に要する費用の額の算定に関する基準（「報酬告示」

平成24年３月14日厚生労働省告示第122号）

及び

○児童福祉法に基づく指定通所支援及び基準該当通所

支援に要する費用の額の算定に関する基準等の制定に

伴う実施上の留意事項について（「留意事項通知」

平成24年３月30日障発0330第16号）

27

エラー（警告）発生時の対処法③

〇厚生労働省発出のＱ＆Ａ

⇒厚生労働省ＨＰ＞政策について＞分野別の政策一覧

＞福祉・介護＞障害福祉＞障害福祉サービス等

＞障害福祉サービス等に関するＱ＆Ａ

〇サービスコード表

⇒厚生労働省ＨＰ＞政策について＞分野別の政策一覧

＞福祉・介護＞障害福祉＞障害者自立支援給付支払

等システム関係資料＞報酬算定構造・サービスコード

表等
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エラー（警告）発生時の対処法④

〇全国標準システムの入力方法等がわからない

⇒国民健康保険中央会ヘルプデスク

E-mail mail@e-seikyuu-help.jp

TEL ０３－５９１１－１５５９ FAX ０３－５９１１－１５９９

○かながわシステム（市単独の食事加算の請求）の入力方
法等がわからない

⇒神奈川県国民健康保険団体連合会

〇支給決定内容等についてわからない

⇒川崎市健康福祉局障害計画課又は各区役所（支所）
29

・申立期限：過誤再請求する月の３日必着（ＦＡＸ。原本は提出の必要無し）。

・一度過誤した月を再度過誤する場合、過誤申立書の請求年月は直近に再請求した月
を記載（初回の請求年月を記載しないこと）。

・別の事業所番号を記載しないこと。

・大量に過誤する案件がある場合には、事前に当課に連絡すること。

・記載方法の詳細は、障害福祉情報サービスかながわ「書式ライブラリ」 「３．川崎市か
らのお知らせ」 「１．川崎市からのお知らせ」 に２０１５年４月２日付けで掲載している
「過誤申立書（２７年０４月以降版）」を参照のこと。

過誤申立時の注意点

30
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事業所　→　市町村

（市町村名） ※　過誤もしくは取下に丸をして下さい。

あて 1 4 5 5 0 0 0 0 0 0

下記の障害者自立支援給付費等について、過誤を申し立てます。

どちらかにチェックしてください。
■ 全国システムの請求を過誤
（かながわシステムも過誤になります）

□ かながわシステムのみ過誤

全 か

1 0 1 0 0 0 1 2 3 4 5 Ｈ 2 7 年 0 7 月 Ｈ 2 7 年 0 9 月

2 Ｈ 年 月 Ｈ 年 月

3 Ｈ 年 月 Ｈ 年 月

4 Ｈ 年 月 Ｈ 年 月

5 Ｈ 年 月 Ｈ 年 月

6 Ｈ 年 月 Ｈ 年 月

7 Ｈ 年 月 Ｈ 年 月

8 Ｈ 年 月 Ｈ 年 月

9 Ｈ 年 月 Ｈ 年 月

10 Ｈ 年 月 Ｈ 年 月

※太枠の中、色の付いたセルをご記入ください。

加算算定誤り

川崎市

所在地

連絡先
平成 年 △△月

××××××××××××××

△△　△△

０４４－□□□ー□□□□

送信先（ＦＡＸ）０４４－２００ー３９３２
（総合支援法・地域生活支援事業・児童福祉法兼用）

チェ ック欄

放課後等デイサービス141309

証記載市（区）町村番号 受  給  者  番  号 サービス提供年月 請求年月 サービス種類 過誤申立の理由

（注意）ＦＡＸで送信した原本を郵送する必要はありません。

障害者自立支援給付費等過誤申立書・請求取下依頼書

同上

事業所番号

事業所名称

○○
担当者

電話番号

ＦＡＸ番号

日××

社会福祉法人　○○○○○
放課後等デイサービス■■■■

必ずチェックを入れてください
（市独自の食事加算以外は全
て上にチェック）

プルダウンから、「１４１３０９」
を選択してください。 対象とするサービスを、プルダ

ウンから選択してください。

プリントアウト後、手書き利用する場合も、

記載ルールは変わりません。
市町村番号やサービス種類については、
プルダウンにある項目を記載してください。

川崎市用ですので記載しないで
ください。

過誤または請求取下のどちら
かに必ず丸をしてください。

１事業所で複数の事業所番号
がある場合、番号毎に分けて
作成してください。

過去に過誤再請求している場
合は、最後に請求した年月を記
載してください。

請求取下について

・請求取下とは、当月の請求（未承認）を取り消すこと

・過誤申立と請求取下は用紙を分けて作成する

・申立期限：請求取下する月の２０日必着（ＦＡＸ。原本は提出の必要無し）。

・同一の事業所・利用者・利用月について、すべての情報を取下処理するので、次月に請求
する際は修正対象の部分のみ再請求しないこと（修正したデータを含めて、当該利用者の
当該月分をすべて請求すること）

・記載方法の詳細は、前ページのとおり
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・提出期限：サービス提供した翌月の１１日（土日等の場合は翌開庁日）必着

・請求の根拠となる重要な書類であり、請求情報においては本紙を正として取扱う

・写しを提出すること（原本は他の請求書類等と併せて５年間保存する）

・提供月（票の上欄外）、日付、曜日、提供時間等が誤っていることがあるので、複数
の事業所を利用する利用者の場合は特に注意すること。

・本市以外の自治体が発行する受給者証を持つ利用者のサービス提供実績記録票
は、本市へ送付不要

・サービス別に分けず、１つの事業所でまとめて受給者番号順に並べること
（月遅れ分の場合は、当該月の一式と別にしてください）。

サービス実績記録票及び上限額管理結果票（きょう
だい上限額管理実施時）の提出時の注意点

33

支給決定の流れ
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①相談：本人から各区保健福祉センター、各地区健康福祉ステーション、障

害者相談支援センターへ制度利用について相談

②利用申請：本人から各区保健福祉センター、各地区健康福祉ステーショ

ンへ利用に係る申請書を提出

③サービス等利用計画案の提出依頼：各区保健福祉センター又は各地区

健康福祉ステーションから本人へ計画案の提出を依頼

④サービス等利用計画案の作成依頼：本人から障害児相談支援事業者へ

計画案の作成を依頼

障害児通所サービス利用のための手続

35

⑤調査：各区保健福祉センター、各地区健康福祉ステーションが保護者と

面接し、心身の状況、置かれている環境、障害児区分について調査を行

う。

⑥利用計画案の提出：保護者が、指定障害児相談支援事業者より提供を

受けた計画案を各区保健福祉センター、各地区健康福祉ステーションに

提出

⑦児童相談所等の意見聴取：各区保健福祉センター、各地区健康福祉ステ

ーションが必要に応じて児童相談所等に決定に係る意見を求める（必須

ではない）
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⑧支給決定（受給者証交付）：利用計画案（場合により児童相談所等の意

見を受けて、各区保健福祉センター、各地区健康福祉ステーションがサ

ービス内容、支給量、支給期間等を決定、本人に受給者証等を交付

⑨サービス担当者会議：利用者の計画の内容及び本人の状況を共有

⑩利用計画の提出：指定障害児相談支援事業者が、支給決定に基づく利

用計画を作成し、各区保健福祉センター、各地区健康福祉ステーション

、市役所へ提出

⑪契約：利用者とサービス事業者がサービス提供に係る契約を締結

⑫サービスの利用：契約内容に基づき、サービス事業者から利用者がサー

ビスの提供を受ける

⑬利用者負担額の支払い：本人から利用者負担額を事業者に支払う

37

その他
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○地域区分について

地域区分（地域単価）については、平成２７年度から平成３０年度にかけて見直しが行

われている。今年度は３級地だが、次年度以降は何級地になるか、現時点で厚生労働

省からの公表はない。次年度以降の検討の経過については、

厚生労働省ホームページ

政策について

審議会・研究会等

社会保障審議会（障害者部会）

に随時会議録が掲出されるので、各自確認されたい。

平成２７年度の加算等に係る説明は、

障害福祉情報サービスかながわ

書式ライブラリ

７．研修会・説明会等のお知らせ（県内共通）

２ その他の研修会等のお知らせ

に、２０１５／０４／０３付けで資料が掲載されてあるので確認されたい。 39
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41

具体的な利用曜日、利用開始時期が決まっていないと
支給決定及び利用はできません。

障害児通所支援は生活能力等を向上するための指導・訓練を行う場です

キャンセル待ちや体験利用での決定はできません！

＜決定できない例（これはほんの一例です）＞
 今は空きがない。キャンセルが出たら連絡するので、とりあえず受給者証は
取っておいてください。
 詳しいことは決まっていないけれども利用したいから、とりあえず受給者証は
ほしい。
 普段利用していない曜日にたまたま空きが出たから利用した。だから支給量を
増やしてください。

障害児通所支援はただの
お預かりではありません！

注意！


